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■ 近年の激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける

開発抑制等を含む、都市計画法が改正されました。  
■ 開発許可制度に関する主な改正事項は、次のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考】法改正概要（災害ハザードエリアにおける開発抑制等）イメージ（国土交通省公表資料より） 

 
※国土交通省から上の資料が公表された後に「災害レッドゾーン」に特定都市河川浸水被害対策法に基づく「浸水被害防止区域」が追加されました。 
（国土交通省公表資料に追記しています） 

○Ａ 災害レッドゾーンの開発規制の強化（法第33条第1項第8号改正） 

●【全地域が対象】【災害レッド内】規制対象に自己業務用施設を追加 

➤「開発区域内に原則災害レッドゾーンを含まない」とする規制は、従来「非自己用」施設のみ対象でしたが､ 

新たに「自己業務用」施設まで規制の対象となりました。【２頁をご覧ください】 
 

○Ｂ 災害ハザードエリアからの移転の促進（法第34条第8号の2創設） 

●【調整区域のみ】【災害レッドからの移転】市街化調整区域内で安全なエリアに移転する際の許可制度を創設 

➤市街化調整区域の災害レッドゾーン内にある施設を同一の市街化調整区域の災害レッドゾーン外に移転する 

場合、新たに開発行為を認める特例が創設されました。【２頁をご覧ください】 
 

○Ｃ 市街化調整区域の浸水想定区域等における開発規制の厳格化（法第34条第11号･第12号改正）

●【調整区域のみ】【災害イエロー内】11号条例･12号条例の区域から、災害ハザードエリアの除外を徹底 

➤改正内容等は【３頁以降をご覧ください】 

○Ｂ 

○Ａ 

○Ｃ 

○Ａ 

○Ｃ 

○Ａ 

○Ｃ 
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○Ａ 災害レッドゾーンの開発規制の強化

※国土交通省から上の資料が公表された後に「災害レッドゾーン」に特定都市河川浸水被害対策法に基づく「浸水被害防止区域」が追加されました。 
（国土交通省公表資料に追記しています）

○Ｂ 災害ハザードエリアからの移転の促進
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○Ｃ 市街化調整区域の浸水想定区域等における開発規制の厳格化

 
※群馬県に関係する部分のみ抜粋して表示します。（次頁に掲載の県内７市と扱いが異なる場合があります。） 
（『11号条例』未制定、対象区域内に『土砂災害警戒区域』なし、等 → 見え消し（ ）表示としました。） 

※国土交通省から上の資料が公表された後に「災害レッドゾーン」に特定都市河川浸水被害対策法に基づく「浸水被害防止区域」が追加されました。 
（国土交通省公表資料に追記しています）

 

■ 災害レッドゾーン  ･･･ 5 種類  
■ 災害イエローゾーン ･･･ 2 種類  
■ 合 計       ･･･ 7 種類  

 次頁「ａ」へ 

次頁「ｂ」へ 
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○Ｃ 市街化調整区域の浸水想定区域等における開発規制の厳格化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに『開発許可制度』とは 

（１）開発許可制度とは 

（２）群馬県内の開発許可権者【次の行政庁において各々開発許可基準や条例の制定を行っています】 

＜県＞ 

群馬県 

＜施行時特例市＞ 

伊勢崎市・太田市 

 都市計画で市街化区域及び市街化調整区域等の区域区分を定め、一定規模以上の開発行為等に対し規制を

行うことにより、良好かつ安全な市街地の形成と無秩序な市街化の防止を図ることを目的としています。 

＜中核市＞ 

前橋市・高崎市 

＜事務処理市＞ 

桐生市・館林市・藤岡市 

（２）開発許可の厳格化 

２．今回の法改正に伴う『市街化調整区域の開発許可の厳格化』に係わる群馬県の対応について                   

 近年の頻発化・激甚化する災害から、いのちとくらしを守るため、市街化調整区域の開発許可の厳格化等を

内容とする都市計画法が改正されました。【令和4年4月1日施行】 

 市街化調整区域内において、県条例で定める区域（以下「条例区域」）内では、許可基準を満たせば開発

許可が可能です。 

６町（玉村町・板倉町・明和町・千代田町・大泉町・邑楽町） 

 ・    

･･･ 浸水ハザードエリア 

･･･ 市街化区域 

･･･ 市街化調整区域 

（１）都市計画法の改正 

（３）県所管区域内の市街化調整区域を有する自治体 
今回の改正で 
対象となる町 

県条例・県条例 

施行規則を改正 

群馬県開発審査会

提案基準を改正 

群馬県の対応 
今回の都市計画法改正により、 
 
①  条例区域から除外される区域(原則開発許可できない区域)として、 
浸水ハザードエリア等(※)が規定されました。 

  ※想定最大浸水深３ｍ以上の区域（地域防災計画に定められた避難場所への 

確実な避難が可能な区域等を除く）及び土砂災害警戒区域のことを示します。 
 
②  ①により条例区域から除外される区域であっても、安全上及び 

避難上の対策を講じたものに限り、開発審査会の議を経て開発許可が 
可能です。 

①  

② 

条例区域から 

除外される区域 

■以上を踏まえ、群馬県では、次の条例等の改正を行いました。（いずれも、令和4 年4 月1 日から施行） 
・群馬県都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例 
・群馬県都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例施行規則 
・群馬県開発審査会提案基準 
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○Ｃ 市街化調整区域の浸水想定区域等における開発規制の厳格化

 

 
 
１）見直し基準について                                         

◆今回の法改正では、県条例等で「区域」を定めて運用（許可）していた基準が見直しの対象となりました。 

その結果、次の5つの基準について改正を行うと共に、新たに1つ基準を定めました。 

➤法第34条第12号（政令第36条第1項第3号ハ）関係 

 ・【改正】県条例第3条第1号（分家住宅）➔ □1  

 ・【改正】県条例第3条第2号（既存宅地内建物［第二種低層住居専用地域内可能建物］）➔ □2  

 ・【改正】県条例第3条第5号（指定集落内建物［住宅］）➔ □3  

➤法第34条第14号（政令第36条第1項第3号ホ）関係 

 ・【改正】県開発審査会提案基準4（指定集落内建物）➔ □4  

 ・【改正】県開発審査会提案基準16-2（有料老人ホームⅡ）➔ □5  

 ・【新設】県開発審査会提案基準21（浸水等対策建物）➔ □6  
 
２）浸水ハザードエリア等､規制対象区域（条例区域から除外される区域）について                        

 ◆今回の法改正に伴い規制対象区域（条例区域から除外される区域）を有するのは、次の3町（想定最大 

浸水深3ｍ以上の区域に限る）です。 

➤県条例第3条第1号等（上記□1 ､□2 ､□3 ）が、適用できなくなる区域 

 ↑ただし、上記□6 により、上記□1 ､□2 ､□3 に準じた許可を取得することが可能 

 ・玉村町（全区域）、大泉町（全区域）、邑楽町（赤堀地区を除く区域）  
◆一方、国土交通省から示された技術的助言に基づく「市町村地域防災計画で定められた避難場所への確実な

避難が可能な土地の区域」、「社会経済活動の継続が困難になる等の地域の実情に照らしやむを得ない場合」

等に該当する次の地域については、従来どおり運用予定です。（令和4年4月1日公示予定） 

➤従来どおりの運用となる区域（上記□6 の適用対象外） 

 ・板倉町（全区域）、明和町（全区域）、千代田町（全区域）、邑楽町（赤堀地区のみ） 
 
３）規制対象区域（条例区域から除外される区域）における開発許可等について                          

 ◆今回の法改正に伴い規制対象区域（条例区域から除外される区域）に属していたとしても、新たに設け 

られた『県開発審査会提案基準21（浸水等対策建物）』（上記□6 ）等を適用することで、開発許可等を 

取得することが可能です。 
 
◆当該基準は、開発行為を行う土地において、垂直避難を確保するための対策を施すことを要件としており、

具体的には、浸水深以上の高さに居室の床面を設けること（土地を嵩上げしたり、2階建て以上とする等）

を想定しています。（ただし、当該土地の一部が「家屋倒壊等氾濫想定区域」に属している場合には、この

基準は適用できません。） 
 
 

 

■各町が発行している防災マップ（本規定の適用にあたっては『計画規模降雨』ではなく『想定最大規模降雨』

に基づき作成されたものをご覧ください）により、浸水エリアや浸水深等の情報を確認することができます。 

●防災マップについては、各町のホームページに掲載されています。 
 
■計画地（玉村町（全区域）、大泉町（全区域）、邑楽町（赤堀地区を除く区域）の市街化調整区域が対象）が、

防災マップにおいて規制対象区域（条例区域から除外される区域）（想定最大浸水深3ｍ以上）に属している 

ことが確認されたとしても『県開発審査会提案基準21（浸水等対策建物）』（上記□6 ）等を適用することに 

より、開発許可等を取得したいという場合には、浸水深の値を確認する必要があります。 

●浸水深の値を確認する方法は、次のとおりです。 

  ・群馬県ホームページ『マッピングぐんま』により検索【今春運用開始予定】 

  ・国土交通省ホームページ『地点別シミュレーション検索システム（浸水ナビ）』により検索【運用中】 

   ※ただし『浸水ナビ』には、中小河川等の情報が含まれていないため、参考値としてください。 

３．県条例等の改正の内容について（対象６町の市街化調整区域内における開発許可等は､どうなる？） 

４．浸水ハザードエリア情報の確認方法について（浸水ハザードの範囲や浸水深の確認方法は？） 
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○Ｃ 市街化調整区域の浸水想定区域等における開発規制の厳格化

 

 

■県条例等の改正に伴う規制内容の確認方法を、次のとおりまとめました。 
ha

※１　『６町』とは･･･「佐波郡玉村町、邑楽郡板倉町、邑楽郡明和町、邑楽郡千代田町、邑楽郡大泉町、邑楽郡邑楽町」のことをいう。
※２　『見直し基準』とは･･･「県条例第3条第1号、同条第2号、同条第5号、県開発審査会提案基準4、同提案基準16-2」のことをいう。
※３　『規制対象３町』とは･･･「佐波郡玉村町（全区域）、邑楽郡大泉町（全区域）、邑楽郡邑楽町（赤堀地区を除く区域）」のことをいう。
※４　『対策』とは･･･「県開発審査会提案基準21（浸水等対策建物）等に示された、安全上及び避難上の対策」のことをいう。

No Yes

No Yes

適用基準

計画地

計画地が浸水想定区域
（浸水深3ｍ以上）に入っているか？

浸水深

Yes

開発行為等の計画地は
６町の市街化調整区域内か？【※１】

No

No

申請予定の基準
（市街化調整区域における許可基準）が
見直し基準に該当するか？【※２】

開発行為等の計画において
垂直避難を確保する等

対策を講じているか？【※４】

No

Yes No

Yes

規制対象３町

計画地が
規制対象区域（条例区域から除外される区域）を
有することとなる３町に属しているか？【※３】

氾濫想定区域

計画地が家屋倒壊等氾濫想定区域を
含んでいるか？

対策

Yes

今回の
県条例改正等に
関係しない

従来どおりの扱い
（県条例改正等の
影響なし）

従来どおりの扱い
（ただし、町地域防災計画等に

より避難方法等確認）

許可の取得は困難
（計画の見直し等が必要）

許可の取得が
可能

 
 
 

 
■県条例等の改正に係る問い合わせ先は、       ■県条例等の詳細（条文の確認等）は、 
次のとおりです。                  次のホームページをご覧ください。 

  

 

 

 

 

５．規制内容の確認方法について（フロー図によるチェック） 

６．問い合わせ先等 

群馬県県土整備部建築課 

〒371-8570 前橋市大手町1-1-1 

電話：027-226-3704 

E-mail：kenchikuka@pref.gunma.lg.jp 

群馬県県土整備部建築課開発係のホームページ 

『群馬県の開発行政のページ』 

https://www.pref.gunma.jp/06/h7310078.html 


